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Ⅰ． 調査の要領
１．調査の目的

本調査は、中小企業における労働事情を的確に把握し、適正な中小企業労働対策の樹立並び

に時宜を得た中央会の雇用・労働対策事業の推進に資することを目的とする

２．調査実施方法　郵送調査・郵送回収

３．調査時点　令和３年７月１日

４．調査内容（調査票の様式）

　「令和３年度中小企業労働事情実態調査票」参照（P20）

５．利用上の留意点

　（１）調査対象は毎年任意抽出しており、回答事業所の同一性が確保されていないため、時系

列比較をする場合には注意を要する。

　（２）集計事業所数及び集計労働者数が少ないものについては、利用にあたって注意を要する。

　（３）百分率の計算時に小数点以下２桁を四捨五入しているので、合計が100％にならないも

のがある。また、複数回答となっている調査項目は、百分率の合計が100にならない。

Ⅱ． 回答事業所の概要
　任意抽出した宮城県内の従業員300人以下の中小企業1,250事業所(製造業から573事業所、

非製造業から667事業所)を対象として調査した結果、470事業所から有効回答を得た（回答

率37.6％）。宮城県においては従業員29人以下の事業所からの回答が全体の77.0％を占めて

おり、業種、規模別事業所数の詳細は次のとおりである。
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Ⅲ． 調査結果の概要
１． 従業員に関する事項
（１） 常用労働者の男女比 （業種別 ・ 図１）

　　　常用労働者数の70.2％が男性

　　　回答事業所の従業員数は11,156人で、うち男性が7,837人（70.2％）、女性が3,319人（29.8

％）となっており、男性労働者は女性労働者のおよそ2.36倍となっている。業種別では、繊

維工業及び食料品製造業で女性比率が高くなっている以外は男性の割合が多い。

（２） 従業員の雇用形態構成比率 （推移 ・ 図２）

　　　正社員がやや増加

　　　従業員の雇用形態は「正社員」が74.9％となっている。「パート」と「派遣」はそれぞれ14.8％、

2.3％となり昨年度から増加しているが、「契約・嘱託・その他」は減少し、8.0％となって

おり、昨年度と比較すると、正社員の割合が0.9％増加している。
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２． 経営に関する事項
（１） １年前と比較した経営状況 （規模別 ・ 図３）

　　　全ての従業員規模で 「変わらない」 が最多で４割以上

　　　回答事務所の経営状況は、１年前と比較して「変わらない」が46.5％と最も高く、次いで「悪

い」40.3％、「良い」13.3％の順となっている。従業員の規模別で見ると、小規模な事業所

ほど「悪い」と回答した比率が高くなっている。

（２） 経営状況 （推移 ・ 図４）

　　　経営状況が 「変わらない」 が 「悪い」 を上回る　

　　　今年は経営状況が「変わらない」と回答した事業所が最多となり、昨年最多だった「悪

い」の回答を上った。「良い」と回答した事業所は昨年度より増加し13.3％となったものの、

40.3％の事業所が依然として「悪い」と回答しており、「良い」と回答した事業所の割合を

大きく上回っている。
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（３） 主要事業の今後の方針 （規模別 ・ 図５）

　　　主要事業は現状維持が最多

　　　宮城県全体では「現状維持」69.4％、「強化拡大」19.0％と続いている。

　　　規模別での集計では、「縮小」及び「廃止」の回答は事業所規模が小さいほど多くなる傾

向があった。全国と宮城県内においての差はあまりなく、いずれも「強化拡大」「縮小」「廃

止」など、事業の見直しを選択する割合が少ない傾向にある。

（４） 主要事業の今後の方針 （業種別 ・ 図６）

　　　半数以上の業種で現状維持が７割を超える　

　　　業種別においては、半数以上の業種で「現状維持」が70％を超えて最多となった。また、「強

化拡大」と回答した事業所が多いのは「化学工業」の50％、「機械器具」の35.7％、「印刷・

同関連」の34.8％の順となっている。　反対に事業の「縮小」及び「廃止」の合計が多いの

は「小売業」22.0％、「繊維工業」16.7％となった。

47.4%

31.8%

13.6%

14.8%

19.0%

28.4%

47.4%

61.4%

77.9%

68.5%

69.4%

65.2%

6.8%

8.4%

12.8%

9.7%

4.9%

3.0%

1.3%

0.8%

5.3%

1.0%

0.6%

0.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

100 300

30 99

10 29

1 9

18.3%

6.8%

18.9%

13.7%
31.6%

35.7%

18.8%

50.0%

5.9%

34.8%

16.7%

33.9%

19.0%

71.7%

71.2%

67.6%

76.5%
57.9%

57.1%

75.0%

50.0%

88.2%

52.2%

70.8%

83.3%

54.2%

69.4%

8.3%

18.6%

13.5%

7.8%

5.3%

7.1%

6.3%

5.9%

8.7%

4.2%

16.7%

11.9%

9.7%

3.4%

2.0%

8.3%

1.3%

1.7%

5.3%

4.3%

0.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%



－5－

（５） 経営上の障害 （業種別 ・ 図７）

　　　「販売不振 ・ 受注の減少」 「人材不足 （質）」 が障害

　　　宮城県内の各事業所における経営上の障害について製造業と非製造業とに区分し集計した。

　　　製造業では「販売不振・受注の減少」が54.8％と最も高く、次いで「人材不足（質）」36.6％、

「原材料・仕入品の高騰」34.9％の順であった。

　　　また、非製造業では「人材不足（質）」が44.0％と最も高く、「販売不振・受注の減少」が

41.8％、「同業他社との競争激化」が32.2％となった。
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（６） 経営上の強み （業種別 ・ 図８）

　　　製造業では 「製品の品質 ・ 精度の高さ」、 非製造業では 「組織の機動力 ・ 柔軟性」 の比率

が最も高い

　　　宮城県内の各事業所における経営上の強みについて製造業と非製造業とに区分し集計した。

　　　製造業の上位項目は、「製品の品質・精度の高さ」38.6％、「顧客への納品・サービスの速

さ」31.3％、「製品・サービスの独自性」29.5％、の順であった。　

　　　非製造業は「組織の機動力・柔軟性」33.8％、「顧客への納品・サービスの速さ」31.2％、「商

品・サービスの質の高さ」29.3％、の順であった。
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３． 労働時間に関する事項
（１） 週所定労働時間 （規模別 ・ 図９）

　　　「４０時間」 の割合が最も高い

　　　宮城県内の事業所における週の所定労働時間は「40時間」とする事業所が最も多く47.6

％、  次いで「38～39時間」が27.4％となっている。これらに週所定労働時間が「38時間以下」

と回答した事業所の14.6％を加えると、89.6％の事業所が週の所定労働時間が40時間以下

という状況。規模別においては、「38時間以下」及び「40時間超」と回答した事業所はとも

に「1～9人」規模の事業所で最多となっている一方、「100～300人」規模の事業所では40

時間と回答した割合が70％を超えている。

（２） 週所定労働時間 （推移 ・ 図１０）

　　　「４０時間超～４４時間」 の事業所の割合が増加　

　　　宮城県内の事業所全体の、週の所定労働時間の推移は「40時間」と回答した事業所が昨

年までは増加していたが、本年は対前年比で1.2％低下している。一方、「40時間超～44時間」

の事業所の割合は毎年減少していたが、本年は前年から2.3％の増加となった。
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（３） 従業員1人当たりの月平均残業時間 （規模別 ・ 図１１）

　　　「３０時間以上」 の割合は 「30～99人」 が最も高い

　　　残業時間は「０時間」と回答した事業所が最も多く、残業時間が長くなる毎に割合が低

くなっている。従業員規模別では従業員数が少ないほど「０時間」と回答した割合が高くな

り、「１～９人」の事業所では過半数を占めている。

　　　一方、「50時間以上」と回答した事業所の割合も「１～９人」が最も高く3.1％となっている。

（４） 従業員１人当たりの月平均残業時間　（業種別 ・ 図１２）

　　　運輸業の残業時間が最も多い

　　　「運輸業」は平均残業時間が「50時間以上」の割合が31.3％、「30～50時間未満」の割合

も25.0％と高く、過半数の事業所で30時間を超えている。運輸業を除くと全ての業種で65

％以上の事業所が平均残業時間は20時間未満と回答している。
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４． 年次有給休暇に関する事項
（１） 従業員１人当たりの年次有給休暇の平均付与日数 （規模別 ・ 図１３）

　　　全国、 宮城県ともに15日以上付与の割合は70％を超える

　　　全国及び宮城県ともに15日以上付与した割合の合計は70％を超えている。また、宮城県

では、「15～19日」が48.5％と最も多く、次いで「20～24日」19.3％、「10～14日」17.8％、

「９日以下」12.1％の順となっている。従業員規模別に見ると、規模が大きくなるにつれて「９

日以下」の割合が小さくなっている。

（２） 従業員１人当たりの年次有給休暇の平均取得日数 （規模別 ・ 図１４）

　　　宮城県では9.2％の事業所が 「５日未満」　

　　　2019年４月からの働き方改革関連法の施行により、10日以上の有給休暇が付与される労

働者に対し、年５日の有給休暇を取得させることが使用者に義務づけられているが、宮城県

計で、年次有給休暇の平均取得日数が「５日未満」と回答する事業所は9.2％となっている。

　　　従業員規模でみると、「５日未満」と回答する事業者で最も高いのは「１～９人」の13.1

％であり、規模が大きくなるに伴い「５日未満」と回答する割合が減少している。
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５． 新規学卒者の採用に関する事項
（１） 令和３年３月新規学卒者の採用又は採用計画 （規模別 ・ 図１５）

　　　規模に比例して採用又は採用計画は増加

　　　宮城県では「なかった」と回答した事業所が83.7％と、ほとんどの事業所が採用を見送る

結果（計画）となっていた。

　　　その一方、「あった」は「１～９人」3.4％、「10～29人」14.8％、「30～99人」37.9％、「100

～300人」68.4％の順となっており、従業員規模が大きい事業所ほど採用又は採用計画があ

ったとなっている。

（２） 令和３年３月新規学卒者の採用充足状況 （規模別 ・ 図１６）

　　　宮城県の採用充足状況が全国値を上回る

　　　宮城県の採用充足状況は全国値をいずれも上回っている。

　　　宮城県で令和３年３月に採用又は採用計画が「あった」事業所のうち、充足率が低い学

歴は、「高校卒」の78.6％が最も低く、次いで「大学卒」が97.1％の順となっている。「専門

学校卒」「短大卒（含高専）」の充足率はいずれも100％という状況であった。
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（３） 令和４年３月新規学卒者の採用計画の有無 （規模別 ・ 図１７）

　　　従業員規模に比例して 「ある」 とする事業所の比率が高い

　　　宮城県では「ない」と回答した事業所が62.3％と過半数が採用計画を見合わせている。

　　　従業員規模別では、「ある」が「１～９人」8.5％、「10～29人」19.2％、「30～99人」37.5％、

「100～300人」73.7％となっており、従業員規模が大きい事業所ほど採用計画がある。

（４） 令和４年３月新規学卒者の学卒(最終学歴)ごとの採用予定人数 （規模別 ・ 図１８）

　　　全国、 宮城県とも 「大学卒」、 「高校卒」 の採用計画人数が多い

　　　令和４年３月に採用を予定する新規学卒者の平均人数は、宮城県で「大学卒」2.23人、「高

校卒」2.11人、「短大卒（含高専）」1.40人、「専門学校卒」1.26人の順となっている。
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６． 新型コロナウイルスの影響に関する事項
（１） 新型コロナウイルスによる経営への影響 （複数回答 ・ 図１９）

　　　全国 ・ 宮城県ともに 「売上高の減少」 が最多

　　　全国、宮城県ともに「売上高の減少」が最も多く影響を受けていると回答しており、次

いで「取引先・顧客からの受注減少」、「営業活動の縮小」の順となっている。

（２） 新型コロナウイルスによる雇用環境の変化 （複数回答 ・ 図２０）

　　　 全国 ・ 宮城県ともに 「特に影響はない」 が最も多い

　　　全国、宮城県ともに「特に影響はない」が最も多く、次いで「労働日数の減少」、「子の

学校等休校での欠勤・遅刻・早退」の順であった。



－13－

（３） 新型コロナウイルス対策として実施した労働環境の整備 （複数回答 ・ 図２１）

　　　宮城県では 「時短勤務の導入」 の割合が最も高い

　　　全国、宮城県ともに「特に整備していない」の回答が６割を超え最も多い結果であった。

実施した労働環境の整備については、宮城県では「時短勤務の導入」の割合が最も多かった。

テレワークの導入については全国では11.2％だったが、宮城県においては6.5％にとどまった。

（４） 新型コロナウイルスの影響への対策として今後実施していきたい方策 （複数回答 ・ 図２２）

　　　 全国 ・ 宮城県ともに 「各種補助金の申請」 が最も多い

　　　方策について「特に考えていない」とした事業所は、全国では23.4％、宮城県では28.1％

となっている。実施していきたい方策としては全国、宮城県ともに「各種補助金の申請・活

用」が最も多い結果となった。
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７． 雇用保険料の事業主負担分について
（１） 雇用保険料率の引上げについて （複数回答 ・ 図２３）

　　　全国、 宮城県ともに 「雇用保険料率の引上げは、 負担増であり、 反対」 が最も多い

　　　全国、宮城県ともに「雇用保険料率の引上げは、負担増であり、反対」が約半数を占め

ている。一方、「負担増であるがやむを得ない」とする回答も30％を超える結果となった。

（２） 雇用保険料が引上げられた場合の雇用への影響 （複数回答 ・ 図２４）

　　　「従業員数、 雇用形態、 賃金等への影響はない」 が最多

　　　全国、宮城県ともに「従業員数、雇用形態、賃金等への影響はない」とする回答が６割

を超え最も多い結果であった。
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８． 賃金改定に関する事項
（１） 賃金改定実施状況 （規模 ・ 業種別 ・ 図２５）

　　　「引上げた」 の割合が37.8％となり最多

　　　「引上げた」とする事業者は従業員規模が大きくなるほど割合が増え、「100～300人」で

は過半数を超える60.0％の事業者が「引上げた」と回答している。

　　　業種別では「引上げた」と回答した事業所は「製造業」33.9％に対し、「非製造業」40.4％と「非

製造業」の方が「引上げた」割合が高い。　

（２） 賃金改定実施状況の推移 （図２６）

　　　 賃金を 「引上げた」 が３年間で最低

　　　宮城県内では「引上げた（７月以降引上げを含む）」と回答した事業者は昨年から10.1％

減少し37.8％となり、２年連続の減少となった。
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（３） 賃金改定の内容 （規模別 ・ 図２７）

　　　賃金引上げの内容は 「定期昇給」 が最多

　　　賃金を引上げたと回答した事業所を対象にその改定内容を調査したところ、全国、宮城

県ともに「定期昇給」により改定した事業所が50％を超え最多となった。

（４） 賃金改定の決定の際に重視した要素 （図２８）

　　　「企業の業績」 及び 「労働力の確保 ・ 定着」 を重視

　　　賃金の引上げを決定する要素として、「企業の業績」及び「労働力の確保・定着」を重視

していると回答した事業所が、全国、宮城県ともに50％を超える結果となった。
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（５） 平均所定内賃金 （単純平均） と昇給額 （規模別 ・ 図２９）

　　　全国平均の昇給額は5,000円を超える

　　　賃金昇給額は、全国が5,249円、宮城県は3,859円となり、宮城県が全国平均を1,390円下

回った。従業員規模別では賃金昇給額は「30～99人」5,999円、「10～29人」4,197円、「100

～300人」3,612円、「１～９人」2,043円の順となった。

（６） 平均所定内賃金 （単純平均の推移 ・ 図３０）

　　　 全国と宮城県の平均所定内賃金格差が減少

　　　宮城県の平均所定内賃金は、247,845円から250,876円と前年度より3,031円増加した。

一方で、全国の平均所定内賃金は255,847円から255,960円と前年度より113円の増加とな

り、全国平均と宮城県の格差が前年度8,002円から5,084円へと前年度より減少した。
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９． 労働組合に関する事項
（１） 労働組合の有無 （規模別　図３１）

　　　全国、 宮城県共に 「ない」 が９割超える

　　　全国、宮城県共に「ない」が９割を超え、宮城県では「ない」が94.0％であった。

　　　従業員規模別では「ある」の回答は「100～300人」25.0％、「30～99人」10.2％、「10～29人」

5.8％、「１～９人」2.4％の順であり、規模が大きい事業所ほど組織率は高くなっている。
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組合・中小企業のネットワークづくりをはじめ、
企業経営については本会までご相談ください。

〒980-0011　仙台市青葉区上杉一丁目14番２号
宮城県商工振興センター１階（仙台市地下鉄南北線北四番丁駅下車）
TEL 022（222）5560
FAX 022（222）5557
URL http://www.chuokai-miyagi.or.jp

宮城県中小企業団体中央会

宮城県中小企業団体中央会

中小企業の労働事情中小企業の労働事情
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